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 他方、後者の「規制影響評価」は、2007 年 10 月から日本で導入された制度として政策評価
の中で極めて重要であることは言うまでもない。この制度は、規制の導入や修正に際し、実施
に当たって想定されるコストや便益といった影響を客観的に分析し、公表することにより、規
制制定過程における客観性と透明性の向上を目指す手法である。 
 (2)この点に関して、大石 眞教授は、｢立法府の機能をめぐる課題と方策｣及び「違憲審査機
能の分散と統合」という論文において、憲法分野で初めて「立法評価（Evaluation der 
Gesetze）」をマクロな視点から検討を行い、立法の合理性への探求から立法事実論と立法裁量
論の統制として、最高裁判例による事後的な目的・手段審査、裁量統制への指向がもつ事前審
査的な影響に注目することに価値があることを述べた。なぜならば、「立法影響評価」の手法
として言及した事前・並行・事後評価の中で、大石教授の指摘どおり、立法評価は事後的審査
より立法に対する事前審査の方がインパクトは大きいと考えられるからである。 
 なお、日本における立法に対して評価機能を果たしているといえる機関として、総務省行政
評価局、会計検査院、日本評価学会などがあげられる。しかし、この機関が実際に行った「評
価」がどの程度の影響を立法活動に与えるかについては、やや疑問が残る。 
 
第四章 現行立法過程における「立法影響評価」の意義 
 
 (1)第四章では、日本と韓国における立法過程の中で「立法影響評価」が持つ意義、及び韓国
内で行っている制度化に関する議論や方法論について、立ち入った検討を加えた。ここでは、
韓国における行政組織を通じた制度化、国会を通じた制度化、独立的第三者機関を通じた制度
化などの議論を紹介し、さらに客観性の確保について深く検討しなければならないということ
を明らかにした。 
 (2)これに対して、全面的導入方案は、「立法影響評価」の専門性を高め、効率的な立法を制
定するために、現行立法関連の各種評価を包括して統合する事前評価制度を導入する案として、
現在施行中の法律関連の各種評価制度を統合するものである。この方案を導入すると、立法プ
ロセスを簡素化させ、政策の迅速性と効率的な法制化を図る一方で、不必要な立法を防止し、
体系的な分析を通じて「より良き法律」の制定に寄与することができると考えられる。したが
って、統合的立法影響評価制度の導入により、現行立法過程において屋根の上にさらに屋根を
架けるような無駄な手続きを無くし、より効率的な立法手続きを通じてより良き法律を制定し
なければならない。 
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おわりに 
 
 (1)今日では、国家機能の拡大と社会の専門化と多様化に伴い、社会全般に多くの分野にわた
って、さまざまな立法がなされている。その結果、規制立法が多数制定されることによって、
国民生活を不快にし、企業活動を阻害する事例が頻繁に発生している。また、立法が本来意図
した効果を達成せず、立法当時予想していなかったような副作用が生じ、過度の財政負担を招
く場合も発生している。そのため、立法の洪水や拙速立法によって、立法の効果性、受容性、
規範性が低下するといった立法の危機が現れている。 
 このような現象を克服して、立法が及ぼすさまざまな影響を分析、評価して立法の効率性と
経済性の向上を図り、立法環境の変化に対応する立法活動のために諸外国で採用している制度
が、いわば「立法影響評価」なのである。 
 (2)現在、活発に議論されている「立法影響評価」は、立法に関連するさまざまな評価制度を
含む概念としてみることができるため、「立法影響評価」を中心に体系化、統一させる必要が
あるものと考える。「立法影響評価」の議論は、さまざまな法律関係の評価制度の問題点と立
法過程の問題点を改善するための方策の一つとして行われるのが妥当であろう。多様な法律関
連の評価制度は、立法過程において行われるので、本稿では、日本と韓国の立法過程や問題点
を中心に検討し、それを改善するための方策の一つとして「立法影響評価」の活用策を提示す
ることにした。 
 言うまでもなく、「立法影響評価」の意味は、必ずしも一つの「結論」を引き出すためのも
のではなく、立法者にさまざまな情報を提供することによって、より適切な判断を促す点に意
義があると考えられる。これから制定されようとする法律については、事前に法的及び政策的
な意義や問題点を明らかにして立法者の参考に供し、既に施行された法については、その結果
を点検・評価し、その改正や新たな立法に繋げることができれば、「立法影響評価」の役割は
果たされたとみなして良いだろう。 
 (3)本稿では十分に扱いきれなかったが、今後の課題を二点にまとめると、第一に、「立
法影響評価」の総括な検討を行なうことによって、立法そのものが持っている根本的限界と
政治的、経済的、社会的諸条件の変化に対応するための動態的な側面からの「立法影響評
価」の分析が必要不可欠であり、この理論を実際の事例を通じて検討を加えることによって、
「立法影響評価」の必要性の根拠を明らかにすることが求められるであろう。第二に、高度の
専門的知識や絶え間ない研究がなければ、発生可能かどうかわからない紛争を予防する法律
を制定することは、決して容易ではない。そして、どのような良い意図を持って法を制定し
ても、予測できなかった副作用をもたらす可能性は常に存在する。さらに法律が持つ社会的
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影響には非常に大きいものがあるため、立法の成果は、最良のものでなければならないこと
は自明である。このような点から、なによりも、「立法事実論」に基づき「立法影響評価」の
基準の考察を重ねていく必要がある。また、この基準がそのまま妥当するか否かを検討するこ
となどが、重要な今後の研究課題となるものと考える。 
